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１．緒言 

原子力発電所等の大規模プラントシステムを構成す

る膨大な数の機器の一つひとつに経年劣化が発生･進展

し、それが一定の大きさになると、当該機器が機能喪失

して役割を果たさなくなり、プラント全体の安全機能や

生産機能に影響を与える。このような事態を避けるため、

通常は個々の機器の状態を把握するための検査を計画･

実行し、その検査結果を評価するとともに、必要に応じ

て是正措置（補修、取替等）を計画、実行する。このよ

うな一連の保全活動を繰返し実行することにより、機器

の機能が維持され、その結果としてプラントの機能が維

持されることになる。これがいわゆる「保全サイクル」

である（Fig.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.1 Maintenance Cycle 

 

プラントを構成する機器に対して検査を実施しよう

とする場合、事前に具体的な計画を立案する必要がある。 

 

 

 

この計画は対象機器に対してどのような検査方法を用い、

いつ実施するかを規定するものであり、「対象機器（部位）」

「検査方法」および「検査時期」の３要素から成ると考

えられる。これら３要素を含む検査計画を立案するため

の考え方や立案方法については、すでに文献[1]で検討さ

れ、提案されている（Fig.2）。 

また、上記の「検査計画」に関する検討結果を踏まえ、

次の保全行為として行われる是正措置に着目し、同様の

検討をしてまとめられた図が文献[2]にあるので、引用し

て Fig.3に示す。 

 

 
Fig.2 Overview of Inspection Planning Process 

 

２．是正計画立案の概要 

検査の結果を踏まえ、予防保全として当該機器に是正

措置を施そうとする場合、事前に具体的な計画を立案す

る必要がある。この是正計画は、対象機器に対してどの

ような是正方法を採用し、それをいつ実施するかを規定 

 

 

機器の特性 
(機能,材質,強度等) 
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するものである。すなわち、是正計画とは「対象機器（部

位）」「是正方法」および「実施時期」の３要素を決定す

ることにほかならない。 

具体的な是正計画を立案するのに先立ち、まず是正措

置を実施する目的を明確にする必要がある。なぜならば、

対象機器のどこにどのような是正方法を適用するか等、

その目的によって実施する是正措置の考え方や採用する

方法、実施時期などが異なってくると考えられるからで

ある。目的が明確になると、次にその目的を達成できる

具体的な是正方法や実施時期を選定することが可能とな

る。この選定に当たっては一定の制約がある。それは是

正措置の実施を決断する条件であり、下記の２ケースが

考えられる。 

ケース１：経年劣化が進行し、低下した機能を回復させ

るため、是正措置を講じる必要があるケース 

 是正措置の実施は必須 

 適用可能な是正技術の中から必要条件（是正措置の目

的を達成できること等）を満足する技術を選定する必

要があり 

ケース２：当面、機能喪失する懸念はないが、早期に是

正措置を講じた方が経済性が向上すると評価されるケー

ス 

 是正措置の実施判断は経済評価の結果に依る 

 適用可能な是正技術の中から必要条件（是正措置の目

的を達成できること等）を満足する技術を選定し、是

正措置を実施する場合と実施しない場合の保全費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が下式を満足する場合に実行する。 

 CBefore＞CAfter＋CLoss             (i) 

ここで 

CBefore：それまでに実施していた検査とそれに基づく

評価を、今後一定期間あるいはライフ中、継

続して行く場合に要する費用 

CAfter：是正後に採用する検査とそれに基づく評価を、

今後一定期間あるいはライフ中、実施して行

く場合に要する費用 

CLoss：是正措置の実施に要する工事費用とそれに伴

うプラント停止による生産損失の和 

是正計画は、以上に述べた検査と是正の関係や後述す

る是正技術の性能を十分理解した上で、合理的な方針（戦

略）に則って立案する必要がある。 

３．是正措置の主要要素に関する検討 

3.1 是正措置の目的 

是正措置の目的は次の２つが考えられる。 

 機能維持のための劣化部位修復（機器の機能回復）と 

 経済性の向上 

また、是正措置を講じた結果、周辺市民を始め、プラン

トを運営する事業者やその関係者等にとって安心が得ら

れる場合がある。すなわち、是正措置の目的として 

 安心の獲得 

もあると考えることができる。 

 

 
Fig.3 Overview of Corrective Action Planning Process 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2 Overview of Inspection Planning Process 
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3.2 ｢是正技術｣の性能 

前述のように、是正措置の目的の 1 つは劣化部位の修

復であり、これを担うのが是正技術である。是正技術に

はいろいろな種類のものが考えられ、その種類によって

以下に示すように機器の機能回復の程度や持続性などの、

是正後の劣化対策性/耐久性（安全性）が異なる。 

 劣化部品または劣化機器を同一設計のものと取替え、

従来と同程度の耐久性のものに復旧する。 

 劣化部品または劣化機器を改良設計または改造設計

のものと取替え、従来よりも耐久性を向上させる。 

 溶接等による補修を行い、従来と同程度の耐久性に復

旧する。 

 溶接等による補修を行った上で残留応力低減等の再

発防止対策を行い、従来よりも耐久性を向上させる。 

 劣化が顕在化する前に残留応力低減等の緩和対策を

行い、従来よりも耐久性を向上させる。 

以上を念頭に、是正措置に期待されている性能を列挙す

ると、下記のようになる。 

(1) 現場適用性 

 是正技術を適用する機器の周辺条件がその施工を可

能とする条件（スペース、温度、圧力、放射線、雰囲

気の種類等）を備えていること。 

 現場の工程管理、労働安全管理、放射線管理、QA 管

理の観点から、現場条件下で施工が可能であること。 

(2) 安全性（劣化対策性/耐久性） 

 対象とする劣化の発生･進展を抑制する能力があるこ

と。これには対策効果の程度や施工の安定性（信頼性）

などが含まれる。 

 上記能力が一定の供用期間以上、持続すること。 

 (3) 経済性 

 上記(1)(2)を満足することを前提に、是正工事費用の

ほか、工事に伴うプラント停止による生産損失（官庁

手続き、検査等によるものも含まれる。）、是正後の検

査費用を考慮した経済性が確保されること。 

是正技術は、これまでに各種の技術が開発されており、

今後も開発される可能性がある（Fig. 3）。是正計画を立案

するには、まず、これら是正技術の中から施工対象機器

（部位）に最も適した是正技術を選定することになる。

その選定に当たっては上記(1)(2)(3)を考慮する必要があ

ることは言うまでもない。 

3.3 「是正技術」と「劣化評価技術」「検査技術」

の関係 

文献[1]によると、「機器の健全性を評価、判定するに

は、検査技術と劣化評価技術の両方が必要であり、いず

れを欠いても評価、判定できない。」という関係である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは上記２技術（検査技術と劣化評価技術）と是

正技術との間の関係にはどのようなものがあるであろう

か。この点について以下に検討する。 

是正技術を施工すると、その技術の種類によっては施

工対象機器（部位）の構造、強度、あるいは材質が従来

と変わる場合がある。当該機器の特性や発生する劣化/機

能異常モードの特性が変化することも考えられる。この

ような場合は、是正後に適用する劣化評価技術の性能（精

度）に影響するので、この事を予め考慮して是正技術を

選定する必要がある。また、是正技術の種類によっては

施工対象機器（部位）の構造、強度、あるいは材質が変

わり、そのために検査の制約条件が変わる場合がある。

是正技術を選定するに当たっては、是正後の被検部にど

のような検査技術を適用するか、予め考慮する必要があ

る。 

以上のように、劣化評価技術/検査技術と是正技術との

 

Fig. 3 System of Three Maintenance Technologies 
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間には関係があり、是正計画を立案するに当たっては、

これらの関係を十分に考慮する必要がある。 

3.4 是正計画の立案方針（戦略） 

(1) 一般事項 

是正の第一義的な目的は、劣化の修復、すなわち対象

機器の健全性を確保することである。したがって、是正

の方法、性能および実施時期は闇雲に選定するのではな

く、是正技術の性能、是正後の劣化評価技術と検査技術

の組合せによる対象機器の健全性評価の方法や精度を勘

案して選定することが合理的であり、重要である。 

(2) 是正計画３要素のうちの｢対象機器｣に関する事項 

原子力発電所のような大規模複雑プラントシステム

の検査計画を立案する場合は、対象機器の数が膨大であ

り、かつ検査のためのリソースが有限であるので、プラ

ントの安全性および経済性に与える影響の大きさを定量

化した指標、すなわち保全重要度[2]を用い、その重要度の

高い機器を重点に検査計画を立案するのが合理的である。

しかしながら、是正計画の場合は、劣化が検知され、機

能喪失する可能性のある予防保全対象機器が特定されて

いるので、改めて対象機器（部位）を選定する必要はな

い。 

(3) 是正計画３要素のうちの「是正方法」に関する事項 

要求される条件を満たす是正技術は複数ある場合が多

いが、その中から最終的な是正技術を選定する際に決定

的な影響を及ぼす事項がある。それは、当該プラントを

どの程度の安全性と経済性を確保しながら当該プラント

を維持して行くかという長期的なプラント運営方針、保

全方針である。この方針によってプロアクティブな保全

を実施して行くか、あるいは逆に対処療法的に保全を実

施して行くかが決まり、これが最終的な是正技術の選定

に大きく影響することになる。この他、規制当局等への

対外約束事項や周辺市民等へ「安心」感を与えるという

配慮などが影響を与える。 

(4) 是正計画３要素のうちの「是正時期」に関する事項 

是正措置を実施しなければならない期限は、前述のよ

うに、検査技術と劣化評価技術の組合せによって決まる。

是正計画の立案方針としては、この最終期限ぎりぎりの

時点で是正措置を講じるのが対象機器の健全性を維持す

るという技術的条件と出来るだけコストを低く維持した

いという経済的条件の両方を満足する点を追求すること

が重要である。 

しかしながら、前項で述べたように、是正時期につい

ても長期的なプラント運営方針、保全方針のほか、規制

当局等への対外約束事項や周辺市民等へ「安心」感を与

えるという配慮などが影響を与えることになる。 

４．考察 

これまで是正計画の主要要素の１つひとつについて検

討してきた。これを踏まえて、ここでは是正措置の重要

性と是正措置を原子力安全に生かす方法について検討す

る。 

保全３技術（検査、評価、是正措置）のうち、検査は

検査時点における機器の状態を把握するために実施する

保全行為である。評価は検査結果を踏まえ、検査時点に

おける機器の健全性及び次回検査までの供用期間中の健

全性を確認するための保全行為である。これら２つの保

全行為は対象とする機器の健全性に何ら影響を及ぼさな

い。 これに対し、是正措置は劣化により低下した機器

の健全性を向上させるために行う保全行為である。是正

措置により、実質的な健全性、信頼性、あるいは安全性

を向上させるのである。このように、是正措置は、検査

及び評価と本質的に異なる保全行為であり、直接、機器

の健全性を向上させることができる。実質的に機器の安

全性、信頼性を向上させるという意味で是正措置技術は

大変重要な技術である。したがって、この特性をプラン

トの安全性向上に自由に活かせるようにすることが大変

重要である。 

これまでは、ともすると電気事業者が検査や是正措置

の実施に逡巡するような事態が生じる状況があった。そ

れは下記に挙げるようなことが考えられたからである。 

 電気事業者が機器の検査あるいは是正措置を実施しよ

うとする時、その事前説明に過度な労力が必要となり、

実機の検査工程が遅延し、プラント停止期間が大幅に延

びるような状況が発生する可能性がある。 

 検査の結果、異状が発見されると、その説明や対策方法

の説明、是正措置のための事前説明や諸手続きに過度な

労力が必要となり、プラント停止期間が大幅に延びるよ

うな状況が発生する可能性がある。 

それでは、どのようにすれば、是正措置の特性を活か

すことができ、結果としてプラントの安全性、信頼性を

向上させることができるのか。 

4.1 是正措置技術に求められる要件 

先ずは、是正措置の特性をできるだけ活かせるように

するために是正措置技術に要求される事項を明確にする

必要がある。それらを思いつくままに以下にリストする。 

 各種の是正措置技術は Fig.3 に示されているような体
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系に整理できる。このような体系で数多くの是正措置技

術が開発･整備され、各種の対象、条件に対応できるよ

うになっていること 

 是正措置技術を適用しようとする時の事情や条件（機器

の構造、寸法、材質だけでなく、施工時のプラント状態、

現場施工条件、求められる耐久性、費用、施工期間など）

は多種多様であるので、それに応えられるような、特徴

を持った是正措置技術が多種多様に整備されているこ

と 

 是正措置技術はできるだけ現行技術基準で許容される

設計であること（この場合、電気事業者は規制当局等の

事前承認が無くても自由に施工できる。）、そうでない場

合は特殊設計認可を取得しやすいように諸準備ができ

ていること（このためには標準化や規格化がなされてい

ることが望まれる。） 

4.2 是正措置技術を自由に使える環境整備の必要

性 

次に、電気事業者が保全３技術を自由に使えるような

環境、保全３技術の実機適用を決断しやすい環境を整備

することが必要である。決断しやすい環境とは、検査や

是正措置の実施で過度な経済負担を被ること、必要以上

の経済損失を被ることが無いような環境のことである。 

この問題を考える場合、電気事業者のマインドを考慮

した施策が必要である。このため、電気事業者のマイン

ドを以下に整理すると下記のようになる。 

 安全性を高め、規制当局や国民からの全幅の信頼を得た

い。 

 安全性を確保するのは当然であるが、事業を継続するに

は経済性の確保も必要、確保しなければならない。（経

済性を確保しなければ、電気事業が成り立たない。） 

 安全性に影響を与えるような劣化や問題を事前に発見

することは電気事業者にとって最重要、最大関心事であ

る。同様に、経済性に影響を与えるような劣化や問題を

事前に発見することも電気事業者にとって最重要、最大

関心事である。（問題が生じたら経済的に破綻しかねな

いからである。） 

 そのためには、官庁手続きや事前説明などで、実施時期

が遅くなったり、プラントの停止期間が長引いたりする

のは極力避けるように本能的に行動する。 

 計画が社内決定された段階で速やかに現場工事を開始

し、その後は官庁検査や外部からの指摘等で現場工事の

遂行を阻害されるのを大変嫌う。 

 現場工事は技術的に合理的な内容とし、外部からの指摘

等で過剰なものとなるのは極力避けたい。 

4.3 電気事業者が積極的に安全性向上に取り組も

うとする環境の整備 

このような電気事業者のマインドを理解し、電気事業

者が積極的にプラントの安全性向上に取り組むように仕

向けるようにする必要がある。それが最終的に従来以上

に安全性を向上させる有効な方法であると考えられるか

らである。しかし、一方で、適正な検討がなされなかっ

たり、適切な対策がタイムリーに取られなかったり、健

全な運営がなされていなかったりした場合は厳罰に処す

ルールを確立する必要がある。このような両面からの措

置が整えば、実質的な安全性の向上が継続的に行われる

ようになる。 

上記のような状況を実現する具体的な方策としては下

記が考えられる。 

 電気事業者には第一義的な責任が課されている。それを

よく自覚し、自己の責任において所有する原子力発電所

の機器の検査、是正措置は技術基準の許す範囲で自由に

実施できるようにする。また、実績がある技術、標準化･

規格化された技術は自由に使えるようにする。ただし、

電気事業者は自己の行為に対して説明責任がある。 

 規制当局は電気事業者の活動を阻害しない範囲で常駐

検査官によるチェック、監視を自由に行えるようにする

（既にそのようなルールとなっている。）。また、安全上

極めて重要な事項に関連するものについては、保安検査

等で事後確認できるようにする（これも既に実施できる

枠組みが確立されている。）。違反があれば、電気事業者

を厳罰に処せるようにする。 

 学協会は電気事業者が適切な検査及び是正措置を行え

るように、そのプロセスを標準化、規格化し、これを公

表する（既にその枠組みは確立されている。）。特に、是

正措置は所定の施工プロセスから外れるような施工を

実施すると、機器の健全性を低下させる可能性があるの

で標準化、規格化が重要である。 

５．まとめ 

本検討では、保全活動の３大要素である検査、評価、

是正措置の３つの関係を踏まえ、機器の健全性はこれら

３つの技術を駆使して始めて確認でき、維持できること

を示した上で、是正措置の重要性について検討した。そ

の中で機器の安全性、ひいてはプラントの安全性を確保

する上で、電気事業者が是正措置技術を自由に活用でき

る環境作りが極めて重要であることを指摘した。 
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